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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第135期 

第２四半期連結 
累計期間 

第136期 
第２四半期連結 

累計期間 
第135期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ９月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ９月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 412,449 450,872 821,587 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 10,047 △346,898 △5,964 

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△） 

（千円） 52,582 △345,983 △58,285 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 72,203 △345,880 △71,303 

純資産額 （千円） 4,155,357 3,474,386 4,011,848 

総資産額 （千円） 5,690,174 5,980,044 6,142,979 

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△） 

（円） 0.64 △4.05 △0.70 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 0.64 － － 

自己資本比率 （％） 69.0 58.1 62.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 27,013 △264,572 45,356 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △611,405 △767,288 △1,202,452 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 253,771 606,042 607,502 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 786,821 142,029 567,848 

 

回次
第135期

第２四半期連結
会計期間

第136期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
 ７月１日
至平成26年
 ９月30日

自平成27年
 ７月１日
至平成27年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 0.22 △3.63

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記

載しておりません。

    ２．第136期第２四半期連結累計期間及び第135期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

    ４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純利益又は四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会

社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としております。
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次

のとおりであります。

（不動産） 

 主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

（繊維）

 主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

（化粧品）

 主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

（ゴルフ場） 

 当社は、平成27年７月21日開催の取締役会において、連結子会社である伊豆スカイラインカントリー株式会社の全

保有株式を譲渡することを決議し、平成27年８月１日付で株式譲渡契約を締結いたしました。これにより、伊豆スカ

イラインカントリー株式会社は連結の範囲から除外されることとなり、当社グループはゴルフ場事業から撤退してお

ります。

（温浴） 

 当第２四半期連結累計期間において、当社の連結子会社である株式会社テルマー湯は、温浴事業に進出いたしまし

た。なお、これに伴い、当第２四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を追加しております。詳細は、「第４ 

経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりであります。

 平成27年８月に連結子会社であった伊豆スカイラインカントリー株式会社について所有株式の全てを売却したた

め、前事業年度の有価証券報告書に記載した「（6）経営環境について」及び「（7）天候のリスク」は消滅してお

ります。 

 

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。

 なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

（1）ライフラインについて

 当社グループの温浴事業において、電気、水道、ガス等のライフラインは温浴施設の運営には不可欠となっており

ます。そのため、大規模な自然災害が発生し、長期間にわたりライフラインが停止したときは当社グループの業績及

び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（2）衛生管理・水質管理について

 当社グループの温浴事業においては、飲食品の衛生管理や浴場の水質管理についてリスクを伴っております。リス

ク回避には十分な注意を払っておりますが、万が一事故が発生した場合には営業停止等の行政処分により当社グルー

プの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

（3）法的規制について 

 当社グループの温浴事業においては、公衆浴場法、食品衛生法等の法令や規則等の適用を受けており、法令遵守を

徹底し事業活動を行っておりますが、これらの法令や規則の変更等があった場合、業績及び財務状況に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当社は、平成27年７月21日開催の取締役会において、当社が保有する伊豆スカイラインカントリー株式会社の株式

すべてを譲渡することを決議いたしました。これに伴い、当第２四半期連結会計期間より、当社の連結の範囲から除

外されております。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国経済の減速など先行き不透明な状況が続いているものの、

政府や日銀による経済・金融政策等を背景に企業収益や雇用情勢に改善が見られ、全体としては緩やかな回復基調で

推移しました。 

 このような状況の下、不動産事業では、東京都港区西麻布のテナントビル及び住居の安定した賃料収入を得ること

ができ、売上高は前年同四半期に比べ13.7％増加し97,169千円、営業利益は前年同四半期に比べ36.2％増加し74,441

千円となりました。 

 繊維事業では、第１四半期は夏物・盛夏物の別注や現物セール用受注を多く受けることができ、第２四半期はアパ

レル大手の別注を中心とした秋物の受注を多く獲得しました。その結果、売上高は前年同四半期に比べ42.1％増加し

45,892千円、営業利益は前年同四半期に比べ188.2％増加し4,442千円となりました。

 化粧品事業では、オールインワン美容液やホテル向けアメニティ商品の受注が前年に引き続き好調であり、犬用の

シャンプー・歯磨きの受注も伸ばすことができました。その結果、売上高は前年同四半期に比べ6.8％増加し135,773

千円、営業利益は前年同四半期に比べ35.1％増加し11,389千円となりました。

 ゴルフ場事業では、伊豆スカイラインカントリー㈱にてゴルフ場運営を行っておりましたが、平成27年８月１日付

で当社が保有する同社の株式をすべて譲渡し、売上高は98,316千円、営業利益は4,023千円となりました。 

 平成27年８月より開始した温浴事業では、東京都新宿区歌舞伎町の温浴施設オープンが約１ヶ月遅れたことなどの

影響により、売上高は73,720千円、営業損失333,525千円となりました。 

 以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は450,872千円（前年同四半期比9.3％増）、営業

損失322,466千円（前年同四半期は営業損失2,490千円）、経常損失346,898千円（前年同四半期は経常利益10,047千

円）、親会社株式に帰属する四半期純損失345,983千円（前年同四半期は親会社株式に帰属する四半期純利益52,582

千円）となりました。 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金の減少などにより前連結会計年度末と比較して162,934千

円減少し、5,980,044千円となりました。負債は、長期借入金の増加などにより前連結会計年度末と比較して374,527
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千円増加し、2,505,658千円となりました。純資産は、四半期純損失のため前連結会計年度末と比較して537,462千円

減少し、3,474,386千円となりました。 

 

（2）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

に比べ、425,818千円減少し、142,029千円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、264,572千円（前年同四半期は27,013千円の獲得）となりました。これは、主に

税金等調整前四半期純損失の計上や未収消費税等の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、767,288千円（前年同四半期は611,405千円の使用）となりました。これは、主

に有形固定資産の取得による支出であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、606,042千円（前年同四半期は253,771千円の獲得）となりました。これは、主

に長期借入れによる収入であります。 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 

（5）従業員数 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループはゴルフ場事業から撤退し、また、新たに温浴事業に進出いた

しました。これに伴い、従業員数は前連結会計年度の末日に比べ、ゴルフ場事業で22（21）人減少し、温浴事業で11

（85）人増加しております。 

 なお、従業員数は就業人員数であり、（ ）内の数字は臨時従業員数を外数で表示しております。 

 

 

（6）主要な設備

 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２

四半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

売却

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメント
の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具、器
具及び備
品 

コース勘定 
土地 

（面積 
千㎡） 

合計 

伊豆スカイ

ラインカン

トリー㈱ 

本社 

（静岡県伊豆

市） 

ゴルフ場 
ゴルフ場・

事務所 
105,341 28,474 6,623 362,224

252,501

（1,231） 
755,164

※上記の設備は、当第２四半期連結会計期間において連結子会社である伊豆スカイラインカントリー株式会社の全保

有株式を譲渡し、連結の範囲から除外されたため減少いたしました。なお、帳簿価額は、前連結会計年度末の金額で

あります。

新設 

 前連結会計年度末において当社が計画中であった東京都新宿区歌舞伎町の温浴施設は、平成27年６月に完成いたし

ました。詳細は、次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

セグメント
の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

工具、器具 
及び備品 

土地 
（面積㎡） 合計 

テルマー湯 

（東京都新宿

区） 

温浴 温浴施設 2,704,483 1,744 97,551 
536,369 

  （1,159） 
3,340,148
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 280,000,000

計 280,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数 
（株）

（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 85,457,466 85,457,466
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は1,000株であり

ます。

計 85,457,466 85,457,466 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

 平成27年７月１日～

 平成27年９月30日
－ 85,457 － 3,527,811 － 202,102
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（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社船橋カントリー倶楽部 千葉県白井市清戸７０３ 7,280 8.51 

株式会社広共 広島市中区本通９－３０ 7,050 8.24 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 2,518 2.94 

株式会社トーテム 東京都港区南青山７丁目８－４ 2,150 2.51 

山河企画有限会社 広島市西区観音町９－４－２０２ 1,800 2.10 

有限会社ＭＢＬ 東京都港区南麻布１－６－３１－１０１ 1,700 1.98 

石原義弘 東京都小金井市 1,420 1.66 

株式会社ＢＥＣ 東京都港区南麻布１－６－３１－１０３ 1,400 1.63 

松村光石 東京都渋谷区 1,350 1.57 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 1,330 1.55 

計 － 27,998 32.76 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 32,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 85,378,000 85,378 －

単元未満株式 普通株式 47,466 － －

発行済株式総数 85,457,466 － －

総株主の議決権 － 85,378 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

エコナックホールディ

ングス株式会社

東京都港区南青山

７丁目８番４号
32,000 － 32,000 0.03

計 － 32,000 － 32,000 0.03

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、フロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 567,848 142,029 

受取手形及び売掛金 128,925 107,969 

商品及び製品 13,107 7,413 

仕掛品 5,144 3,106 

原材料及び貯蔵品 35,866 34,908 

販売用不動産 310,634 310,404 

短期貸付金 30,218 － 

その他 10,976 161,084 

貸倒引当金 △4,152 △4,225 

流動資産合計 1,098,570 762,689 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 454,858 2,906,917 

機械装置及び運搬具（純額） 38,230 10,048 

工具、器具及び備品（純額） 15,454 107,697 

コース勘定 362,224 － 

土地 2,192,617 1,940,115 

建設仮勘定 1,727,312 － 

有形固定資産合計 4,790,699 4,964,779 

無形固定資産    

のれん 2,340 － 

借地権 83,445 83,445 

電話加入権 2,086 2,086 

ソフトウエア 656 2,607 

無形固定資産合計 88,529 88,140 

投資その他の資産    

投資有価証券 600 600 

その他 176,862 163,835 

貸倒引当金 △12,282 － 

投資その他の資産合計 165,180 164,435 

固定資産合計 5,044,409 5,217,355 

資産合計 6,142,979 5,980,044 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 34,270 29,163 

短期借入金 400,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 483,568 171,924 

未払法人税等 7,013 6,170 

賞与引当金 － 4,330 

未払金 35,845 152,387 

その他 75,933 40,100 

流動負債合計 1,036,631 404,076 

固定負債    

長期借入金 494,846 1,792,368 

資産除去債務 147,546 151,050 

再評価に係る繰延税金負債 41,601 41,601 

繰延税金負債 47,484 48,060 

長期預り金 325,301 68,501 

その他 37,718 － 

固定負債合計 1,094,499 2,101,581 

負債合計 2,131,130 2,505,658 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,527,811 3,527,811 

資本剰余金 244,825 202,102 

利益剰余金 △37,123 △340,384 

自己株式 △2,078 △2,181 

株主資本合計 3,733,434 3,387,348 

その他の包括利益累計額    

土地再評価差額金 87,037 87,037 

その他の包括利益累計額合計 87,037 87,037 

非支配株主持分 191,376 － 

純資産合計 4,011,848 3,474,386 

負債純資産合計 6,142,979 5,980,044 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 412,449 450,872 

売上原価 263,427 593,402 

売上総利益又は売上総損失（△） 149,022 △142,530 

販売費及び一般管理費 ※ 151,512 ※ 179,935 

営業損失（△） △2,490 △322,466 

営業外収益    

受取利息 2,468 2,254 

受取配当金 9 9 

貸倒引当金戻入額 983 2,801 

受取保険金 20,000 － 

その他 4,283 4,014 

営業外収益合計 27,746 9,081 

営業外費用    

支払利息 12,527 19,583 

減価償却費 637 588 

支払手数料 － 12,962 

その他 2,043 378 

営業外費用合計 15,208 33,513 

経常利益又は経常損失（△） 10,047 △346,898 

特別利益    

子会社株式売却益 － 3,087 

負ののれん発生益 19,894 － 

預託金償還益 43,632 － 

特別利益合計 63,526 3,087 

特別損失    

固定資産除却損 192 39 

特別損失合計 192 39 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
73,382 △343,850 

法人税、住民税及び事業税 1,190 1,454 

法人税等調整額 △11 575 

法人税等合計 1,178 2,029 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 72,203 △345,880 

非支配株主に帰属する四半期純利益 19,621 103 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
52,582 △345,983 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 72,203 △345,880 

その他の包括利益    

その他の包括利益合計 － － 

四半期包括利益 72,203 △345,880 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 52,582 △345,983 

非支配株主に係る四半期包括利益 19,621 103 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
73,382 △343,850 

減価償却費 34,287 62,112 

のれん償却額 2,340 1,560 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △924 802 

賞与引当金の増減額（△は減少） － 4,330 

受取利息及び受取配当金 △2,478 △2,264 

支払利息 12,527 19,583 

有形固定資産除却損 0 39 

無形固定資産除却損 192 － 

子会社株式売却損益（△は益） － △3,087 

負ののれん発生益 △19,894 － 

売上債権の増減額（△は増加） 28,720 △855 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,574 3,316 

仕入債務の増減額（△は減少） △10,228 △2,944 

未払消費税等の増減額（△は減少） 12,920 △11,162 

未収消費税等の増減額（△は増加） 2,947 △148,402 

長期預り金の増減額（△は減少） △66,780 △1,020 

その他の資産の増減額（△は増加） △2,609 96,585 

その他の負債の増減額（△は減少） △25,599 81,820 

小計 37,227 △243,435 

利息及び配当金の受取額 2,453 2,255 

利息の支払額 △12,545 △20,901 

法人税等の還付額 1,891 － 

法人税等の支払額 △2,013 △2,490 

営業活動によるキャッシュ・フロー 27,013 △264,572 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △591,048 △1,032,034 

無形固定資産の取得による支出 △600 △2,566 

子会社株式の取得による支出 △20,874 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 237,093 

貸付金の回収による収入 645 30,218 

差入保証金の回収による収入 442 － 

出資金の回収による収入 30 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △611,405 △767,288 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の返済による支出 － △400,000 

長期借入れによる収入 － 1,700,000 

長期借入金の返済による支出 △41,784 △690,810 

リース債務の返済による支出 △4,324 △3,045 

株式の発行による収入 299,880 － 

自己株式の取得による支出 － △102 

財務活動によるキャッシュ・フロー 253,771 606,042 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △330,621 △425,818 

現金及び現金同等物の期首残高 1,117,442 567,848 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 786,821 ※ 142,029 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

 当第２四半期連結会計期間において伊豆スカイラインカントリー株式会社の全保有株式を譲渡したため連結の範

囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社

株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却

に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しており

ます。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわ

たって適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成26年４月１日 
  至  平成26年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

１．給料手当 35,668千円 34,661千円 

２．役員報酬 21,000 24,400 

３．諸会費・手数料 31,338 31,936 

４．貸倒引当金繰入額 59 3,604 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 786,821千円 142,029千円

現金及び現金同等物 786,821 142,029

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

 株主資本の金額の著しい変動

 当社が平成25年３月18日に発行いたしました当社第１回新株予約権に関し、平成26年６月24日の権利行使をもって

当該新株予約権の全ての権利行使が完了した結果、資本金が153,045千円、資本準備金が153,045千円それぞれ増加し

ております。また、平成26年６月27日開催の定時株主総会の決議により、同日付で会社法第448条第１項の規定に基

づき、資本準備金58,160千円を減少させ、その他資本剰余金に振り替えた後、同日付で会社法第452条の規定に基づ

き、その他資本剰余金を減少し、繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。

 これらの結果、第１四半期連結会計期間において資本金が153,045千円、資本準備金が94,885千円増加し、当第２

四半期連結会計期間末において資本金が3,527,811千円、資本準備金が244,825千円となっております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

 株主資本の金額の著しい変動

 平成27年６月26日開催の定時株主総会の決議により、同日付で会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金

42,723千円を減少させ、その他資本剰余金に振り替えた後、同日付で会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰

余金を減少し、繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間において資本準備金が42,723千円減少しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  不動産 繊維 化粧品 ゴルフ場 合計 

売上高          

外部顧客への売上高 85,454 32,288 127,100 167,606 412,449 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － － 

計 85,454 32,288 127,100 167,606 412,449 

セグメント利益 54,669 1,541 8,431 12,615 77,257 

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

   当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度の末日に比べ、報告セグメントの資産の金額は「不動

産」で595,818千円増加しております。

   これは主に、東京都新宿区に建設中の温浴施設の建設費用の一部を支払ったことによる「建設仮勘定」の増加

によるものであります。

 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

利益 金額（千円）

報告セグメント計 77,257

のれんの償却額 △2,340 

全社費用（注） △77,407 

四半期連結損益計算書の営業損失 △2,490

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  不動産 繊維 化粧品 ゴルフ場 温浴 合計 

売上高            

外部顧客への売上高 97,169 45,892 135,773 98,316 73,720 450,872 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
475 － 36 － － 511 

計 97,644 45,892 135,809 98,316 73,720 451,383 

セグメント利益又は損失（△） 74,441 4,442 11,389 4,023 △333,525 △239,228 

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

（1） 当第２四半期連結会計期間において、前連結会計年度の末日に比べ、報告セグメントの資産の金額は「不動

産」で2,409,977千円減少しております。これは主に、東京都新宿区に建設した温浴施設の建設費用を「温浴」

に振り替えたことによるものであります。 

（2） 当第２四半期連結会計期間において、新たに「温浴」を報告セグメントに加えております。これにより、前

連結会計年度の末日に比べ、報告セグメントの資産の金額は「温浴」で3,375,471千円増加しております。 

（3） 当第２四半期連結会計期間において、報告セグメントの資産の金額は「ゴルフ場」で872,727千円減少してお

ります。これは、伊豆スカイラインカントリー株式会社の全株式を売却し、連結の範囲から除外したことによ

るものであります。 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 当社グループは新たに温浴事業を開始したことに伴い、当第２四半期連結会計期間から「温浴」を報告セグメ

ントに追加しております。

 

４．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

利益 金額（千円）

報告セグメント計 △239,228 

のれんの償却額 △1,560

全社費用（注） △81,677

四半期連結損益計算書の営業損失 △322,466

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（企業結合等関係）

事業分離

（子会社株式の売却）

 当社は、平成27年８月１日付で連結子会社である伊豆スカイラインカントリー株式会社の全保有株式を譲渡いたし

ました。当該事業分離の状況は、次のとおりであります。

１．事業分離の概要 

(1）分離先企業の名称

株式会社船カンショートコース

(2）分離した事業の内容

当社のゴルフ場事業

(3）事業分離を行った主な理由

  当社は、平成22年10月に、ゴルフ場を経営する伊豆スカイラインカントリー株式会社の株式を取得し、同社

は当社の連結子会社としてゴルフ場事業を担ってまいりました。

 この度、今後の当社グループ戦略を検討した結果、当社の中核事業に経営資源を集中すべきと判断し、保有

する伊豆スカイラインカントリー株式会社の株式すべてを譲渡することにいたしました。

(4）事業分離日

平成27年８月１日

(5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

  受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡
 

２．実施した会計処理の概要

(1）移転損益の金額

3,087千円

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 107,817千円

固定資産 749,451

資産合計 857,268

流動負債 47,652

固定負債 308,622

負債合計 356,274

(3）会計処理

 伊豆スカイラインカントリー株式会社の連結上の帳簿価額と売却価額との差額を子会社株式売却益として、

特別利益に計上しております。
 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

ゴルフ場事業
 

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

  累計期間

売上高 98,316千円

営業利益 23
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り四半期純損失金額（△）
64銭 △４円05銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又

は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

52,582 △345,983

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額又は親会社株主に帰属する四

半期純損失金額（△）（千円）

52,582 △345,983

普通株式の期中平均株式数（千株） 82,148 85,425

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額
64銭 －

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 328 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

 

- 20 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

エコナックホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

フロンティア監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 藤 井  幸 雄  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 小 澤  達 美  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエコナックホー

ルディングス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27

年７月１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エコナックホールディングス株式会社及び連結子会社の平成27年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


